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1.  治水対策の事例 
1.1 流域対策（森林、農地、ため池以外） 
・ 都市域での流域対策は、昭和 50 年代から取り組みが実施されており、そのメニューは非常に多い。第

2 回委員会で紹介した鶴見川や大和川の事例の他、例えば、「（社） 雨水貯留浸透技術協会 資料」

の資料では、以下のように「貯留施設」と「浸透施設」に分けて整理されている。 

 

 

 

（社） 雨水貯留浸透技術協会 資料 
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1.2 河川対策（兵庫県内における事例） 
・ 治水対策（河川対策）については、図-1.1 にあるように、多くの手法がある。ここでは、兵庫県で実

施している治水対策の事例を列挙しておく。 

 

表-1.1 治水対策（河川対策）の例 

資料 NO 河川名 治水対策の内容 

① 加古川 河道掘削、築堤、護岸 等 

② 新湊川 河道掘削、護岸等 

③ 岩屋谷川 河道掘削、護岸等 

④ 新湊川 ダム 

⑤ 手前川 調節池 

⑥ 寺畑前川 調節池 

⑦ 味原川 放水路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1 治水対策の考え方（国交省 HP）
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①「加古川」 河道掘削、築堤、護岸 等 
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①「加古川」 河道掘削、築堤、護岸 等 
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②「新湊川」 河道掘削、護岸等 
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②「新湊川」 河道掘削、護岸等 
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③「岩屋谷川」 河道掘削、護岸等 
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③「岩屋谷川」 河道掘削、護岸等 
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④「新湊川」 ダム 
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④「新湊川」 ダム 



    19

⑤「手前川」 調節池 
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⑤「手前川」 調節池 



    21

⑥「寺畑前川」 調節池 
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⑥「寺畑前川」 調節池 
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⑧「味原川」 放水路 
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⑧「味原川」 放水路 
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1.3 治水対策評価の観点 
 

治水対策を決定する上では、社会的影響や環境保全、経済性の観点から評価する必要がある。「河川砂

防技術基準、H16.3」には、計画高水流量決定の際に以下の観点から評価する必要があるとしている。 

 

 

 

－計画高水流量の決定に際し検討すべき事項－ 

河道，ダム，遊水地等の計画高水流量を決定するに際しては，次の各事項につい

て十分検討するものとする． 

1. ダム，調節池，遊水地といった洪水調節施設の設置の技術的，経済的，社

会的及び環境保全の見地からの検討． 

2. 河道については，現河道改修，捷水路，放水路，派川への分流等について

の技術的，経済的，社会的及び環境保全の見地からの検討． 

3. 河川沿岸における現在及び将来における地域開発及び河川に関連する他

事業との計画の調整についての諸問題の検討． 

4. 著しく市街化の予想される区域については，将来における計画高水流量の

増大に対する見通しとその対処方針の検討． 

5. 超過洪水に対する対応の技術的，経済的，社会的検討． 

6. 事業実施の各段階における施設の効果の検討． 

7. 改修後における維持管理の難易についての検討． 

 

「河川砂防技術基準 平成 16 年 3 月」

 

 

 

「河川砂防技術基準、H16.3」を参考にした場合、総合治水対策の検討・評価として、以下のような観

点があげられる。 

 

 

表-1.2 治水対策検討の観点（例） 

評 価 項 目 内 容 

技 術 的 観 点 
技術的に治水事業が可能かどうかの判断。技術的に可能であっても

施工が極めて困難な場合等も含まれる。 

社 会 的 影 響 

治水事業を実施する上での社会的な影響を考慮する。引堤による用

地補償や嵩上げによる橋梁架替等は社会的影響が大きい。また、流

域対策では、地権者との調整等についても考慮する必要がある。 

経 済 的 観 点 効果と事業費の観点から評価する。 

環 境 へ の 影 響 治水事業を実施することによる河川環境への影響を評価。 

他計画との整合 
河川沿岸の都市計画や道路計画を大幅に改変するような治水事業は

望ましくない。 

事業実施の段階 

における効果 

一般に、洪水調節施設は施設完成後に効果が生じるが、河床掘削等

は事業の進捗に従って効果が発現していく。 

維 持 管 理 
施設完成後の維持管理の費用が大きな事業、管理者の配置が不十分

になる治水対策は好ましくない。 
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2.  前回資料の補足・委員への回答等 
2.1 ため池活用・水田貯留について 
2.1.1 ため池活用の実態（大和川） 
・ ため池の治水活用が実施されている大和川流域では、平成 16 年度末現在、対策容量は 1,000 千 m3 程

度となっており、目標の 70％以上を達成している。 

・ 施設は、掘削、オリフィス改良、築堤、水位低下、組み合わせにより治水容量を確保している。 

・ 施工は奈良県と各市町村により実施されているが、その割合は県の方が大きい。 

 

 

図-2.1 大和川流域のおける流域対策の経年変化（事務所 HP） 

 

表-2.1 大和川流域でのため池治水利用の手法 

容量確保の方法 説 明 

① 掘  削 掘削により治水容量の確保を行なうもの 

②オリフィス改良 オリフィスの高さを変えて治水容量の確保を行なうもの 

③ 築  堤 築堤により治水容量の確保を行なうもの 

④ 水位低下 
水位低下：ため池構造を変えずに運用によって水位を低下して治水容量の確保を

行なうもの 

⑤ 組み合わせ 上記①～④のいずれかを組み合わせた例 

 

 

 

図-2.2 ため池の洪水調節効果 

（大和川流域ため池治水機能保全対策指針（案）、昭和 62 年 9 月） 
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2.1.2 ため池活用・水田貯留の検討例（淀川水系流域委員会） 
－ため池活用について－ 
・ 淀川水系流域委員会でのため池活用検討では、「投資効率が低い」、「流域内で一定の治水効果を発揮す

るためには､数多くの改修が必要であるが､関係する受益者数が多いことや関係機関との事業調整など

困難な課題が多い」と評価している。結果として、ため池活用は治水対策として、一次選定で有力案

でないとされている。 

 

 

－水田貯留について－ 

・ 淀川水系流域委員会での水田貯留検討では、「水田貯留は投資効率が低い」、「流域内で一定の治水効果

を発揮するためには広範囲の水田を対象とする必要があるが､関係する地権者数が多いこと」、「土地利

用の規制､並び洪水時の維持管理など困難な課題が多い」、と評価されている。休耕田を活用した場合

でも投資効果が低いとされている。結果として、水田貯留は治水対策として、一次選定で有力案でな

いとされている。 

 

 
淀川水系流域委員会 第 7 回ダム WG (H16.10.21) 資料 1-1 
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2.1.3 水田貯留の検討例（新潟県笛吹川） 
・ 新潟県の笛吹川においては、水田を貯留施設として扱い、洪水調節を実施する取り組みがなされてい

る。公表されている資料では、1/10 確率規模の中央集中型降雨から算出されたハイドロのピーク流量

を 3分の 1程度にする計画である。 
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2.2 農地 
2.2.1 遊休農地 
・ 武庫川流域関係市における経営耕地面積は 2000 年現在、7,000ha 程度、耕作放棄面積は 210ha であり、

その割合は 3％程度である。 

 

表-2.2 兵庫県における遊休農地の状況（ha） 

①経営耕

地面積 

②耕作放

棄面積 

③耕作放

棄地率 

④経営耕

地面積 

⑤耕作放

棄面積 

⑥耕作放

棄地率 

⑦経営耕

地面積 

⑧耕作放

棄面積 

⑨耕作放

棄地率 

市町村 
90 センサ

ス 

90 センサ

ス 

③＝②/

（①+②）

（％） 

95 センサ

ス 

95 センサ

ス 

⑥＝④/

（③+④）

（％） 

2000 セン

サス 

2000 セン

サス 

⑨＝⑧/

（⑦+⑧）

（％） 

神戸市 4,775 112 2.3 4,462 102 2.2 4,125 165 3.8 

尼崎市 188 1 0.5 135 2 1.5 121 1 0.8 

西宮市 289 5 1.7 222 3 1.3 186 5 2.6 

伊丹市 275 3 1.1 216 3 1.4 187 4 2.1 

宝塚市 535 13 2.4 486 5 1.0 460 7 1.5 

三田市 2,015 25 1.2 2,000 18 0.9 1,917 28 1.4 

篠山市 4,299 50 1.1 4,131 36 0.9 3,984 66 1.6

合計 8,077 159 - 7,521 133 - 6,996 210 - 

 

 

 

－畦畔嵩上げ－ 

・ 武庫川流域における現況の土地利用状況は以下の通りであるが、水田の面積には、農道、水路、畦畔

等の面積も含まれている。水田における畦畔を例えば 20cm 嵩上げした場合、単純計算による容量は

76.7km2×20cm＝15,340,000m3≒15.3 百万 m3 となる。水田を活用する場合、他の治水対策と同様「1.3

治水対策評価の観点」を考慮する必要があり、特に地権者が多いこと、平常時・洪水時の維持管理に

ついて困難が予想される。 

 

78.8

5.3

76.7

21.0
4.9

313.2

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

市街地 畑 水田 ゴルフ場 池 山林

土
地
利
用
状
況
(
k
m
2
)

 
図-2.3 武庫川流域の現況土地利用（治水計画で用いているもの） 
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2.3 ため池 
2.3.1 分布と規模 
・ 武庫川流域内に存在するため池は、平成 8年現在 1,217 存在する。 

・ 例えば、表面積が 20,000m2(2ha)以上のため池は 33 基存在し、その水位 1m あたりの容量は 110 万 m3

程度と想定される。 

 

表-2.3 武庫川流域内の施設数 

 施設数＊ 抽出時に使用した資料名 

ため池 1,217 ため池防災データベース（平成８年度兵庫県農林水産局農地整備

課調整） 

＊：1/2,500 都市計画図で位置がわかっており、流域内に位置している施設を対象 
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図-2.4 ため池の規模 

 

－ため池の水位低下－ 

・ ため池の水位を例えば 1m 下げた（上げた）場合の容量は以下の通りである。ため池を活用する場合、

他の治水対策と同様「1.3 治水対策評価の観点」を考慮する必要があり、特に、関係機関や受益者等

との調整が困難になることも予想される。 

 

表-2.4 ため池の水位を 1m 下げた（上げた）場合の容量

表面積の規模

(m2)
基数

総表面積

(m2)
累加容量(m3)
〔総表面積×1m〕

50000以上 4 407,000 407,000

30000以上 9 577,600 577,600

20000以上 33 1,109,350 1,109,350

10000以上 88 1,849,950 1,849,950

5000以上 217 2,714,650 2,714,650

3000以上 373 3,269,750 3,269,750

1000以上 838 3,955,400 3,955,400
 

 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5
0
0
0
0
以
上

3
0
0
0
0
以
上

2
0
0
0
0
以
上

1
0
0
0
0
以
上

5
0
0
0
以
上

3
0
0
0
以
上

1
0
0
0
以
上

ため池規模（表面積m2）

累
加
容
量
（
m
3
）

 

図-2.5 ため池の水位を 1m 下げた（上げた）場合の容量 
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2.3.2 ため池の状況 
・ 兵庫県内における「警戒ため池（下図参照）」は 250 箇所程度存在する。武庫川流域関係市のうち、神

戸市には 40 箇所、宝塚市 3箇所、三田市 2箇所、篠山市 8箇所存在する。 

 

 

 

図-2.6 皿池と谷池の区別 

2.4 利水ダム 
・ 武庫川流域内の既存の大規模ダムを、例えば 2m 嵩上げした場合の容量は以下の通りである。堤体嵩上

げについては、他の治水対策と同様「1.3 治水対策評価の観点」を考慮する必要があり、特に地山の

状況等から嵩上げが技術的に不可能であったり、強固な補強工事が必要な場合もある。 

 

目的 事業者
竣工
年度

湛水面積

(km
2
)

ダム高
(m)

堤頂長
(m)

青野ダム 多目的 兵庫県 S62 2.15 29 286 4,300,000

千苅ダム 水道 神戸市 T8 1.122 42.4 106.6 2,244,000

川下川ダム 水道 宝塚市 S52 0.207 45 262 414,000

丸山ダム 水道 西宮市 S51 0.279 31 71 558,000

深谷池 水道 宝塚市 S47 0.082 41 497 164,000

7,680,000

注）増加容量は（湛水面積）×（堤体嵩上げ高）としている。

項目
名称

堤体を2m嵩上げした

場合の増加容量(m
3
)

合計
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県内の有休農地等の状況 
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県内の有休農地等の状況 


